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 希望すれば６５歳以上まで働ける企業は６４.８% 

  
～福島県内企業「高年齢者雇用状況」集計結果～ 

 
 
 

福島労働局（局長 河合智則）は、従業員３１人以上の福島県内企業 2,151 社における、平成 25 年

「高年齢者の雇用状況」（６月 1 日現在）の集計結果をまとめました。                    

平成２５年４月１日の改正高年齢者雇用安定法施行後、初めての集計結果公表となります。 

 

【集計結果の主なポイント】 

＜集計対象＞ 

福島県内の企業（常時雇用する労働者が３１人以上）２,１５１社からの報告結果を集計 

内訳 中小企業(３１～５０人規模：７７３社、５１～３００人規模：１，２２６社) 大企業  (３００人以上規模：１５２社)

 

１ 希望者全員が65歳以上まで働ける企業は大幅増加 

(1) 希望者全員が65歳以上まで働ける福島県内の企業は1,394社（346社増加）と大

幅に増加し、集計対象企業に占める割合は64.8％（前年比14.5ポイント増加）

（図１：２ページ参照） 

(2)70歳以上まで働ける制度を導入している企業は332社(32社増加)となり、集計対

象企業に占める割合は15.4％(前年比1.0ポイント増加）となった。      

（図２：２ページ参照） 

２ 高年齢者雇用確保措置の実施状況 

高年齢者雇用確保措置を「実施済み」の企業の割合は86.8％（図３：３ページ参照）

なお、未実施企業に対しては、すでに県内のハローワークで個別指導を開始しています。 

 

※ 平成25年４月に制度改正（継続雇用制度の廃止）があったため、本年と前年の数値は単純 

には比較できません。 

  

 

 

 



 

１ 希望者全員が 65 歳以

(1) 希望者全員が 65 歳以上
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（図１）【希望者全員が６

 

(2)  70 歳以上まで働ける企
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企業規模別に見ると、 
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以上まで働ける企業等について 

上まで働ける企業の状況 

以上まで働ける企業は 1,394 社（対前年差 34

増加）となっている。 

社（同 313 社増加）、66.4％（同 13.8 ポイント増

33 社増加）、43.4％（同 21．7 ポイント増加）

により大幅に増加、特に大企業は倍増している

６５歳以上まで働ける企業】 （表１参照） 

企業の状況 

企業は、332 社（同 32 社増加）、割合は 15.4

同 29 社増加）、15.8％（同 0.9 ポイント増加

3 社増加）、10.5％（同 1.9 ポイント増加）、 

働ける企業】  （表２参照） 
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２ 高年齢者雇用確保措置の実施状況 
 

※ 平成 25 年４月に制度改正（継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止）があっ

たため、本年と前年の数値は単純には比較できない。 

 

 (1) 全体の状況 
高年齢者雇用確保措置（以下「雇用確保措置」という。）の実施済企業の割合は

86.8％（1,866 社）、51 人以上規模の企業で 86.4％（1,190 社）となっている。  

（参考：制度改正前の「実施済み」の企業の割合と比較すると 9.5 ポイントの減少 

（51 人以上規模の企業で 10.8 ポイント減少））。 
雇用確保措置が未実施である企業の割合は 13.2％（285 社）（同 9.5 ポイント増加）、

51 人以上規模企業で 13.6％（188 社）（同 10.8 ポイント増加）となっている。（表１） 

実施済企業の減少、未実施企業の増加は、平成 25 年４月の制度改正の影響が大き

い。なお、雇用確保措置が未実施である企業のうち、制度改正により廃止された労使協

定による継続雇用制度の対象者を限定する基準がある 65 歳までの継続雇用制度を導

入している企業は、２７６社（全体の 12.8％）であった。 

 (2) 企業規模別の状況 
雇用確保措置の実施済企業の割合を企業規模別に見ると、大企業では 90.1％  

（137 社）（同 8.6 ポイント減少）、中小企業では 86.5％（1,729 社）（同 9.6 ポイント減少）と

なっている。 

（図３）【高年齢者雇用確保措置の実施状況（企業規模別）（平成 18 年～平成２5 年）】 

（表３参照） 
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(3) 雇用確保措置の内訳 
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(4) 継続雇用制度の内訳 
「継続雇用制度の導入」に

①希望者全員を対象とす

（992 社）（同 23.0 ポイ

②高年齢者雇用安定法

する基準がある継続雇

（472 社）（同 23 ポイン

 （図５）【継続雇用制度の内
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済企業のうち、 

雇用確保措置を講じている企業は1.9％（36

より雇用確保措置を講じている企業は 19.6％

入」により雇用確保措置を講じている企業は

） 

により雇用確保措置を講じるよりも、継続雇用

率が高い。 

内訳 】 （表５－１参照） 

により雇用確保措置を講じている企業（1,464

する 65 歳以上の継続雇用制度を導入して

イント増加） 

一部改正法の経過措置に基づく継続雇用制

雇用制度を導入している企業（経過措置適

ント減少）となっている。 

内訳】 （表５－２参照） 
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３ 定年到達者等の動向につ
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」により雇用確保措置を講じている企業（1,464

る企業は 96.7％（1,415 社）、自社以外の継

ある企業は 3.3％（49 社）となっている。 

ついて 

正（継続雇用制度の対象者を限定できる仕組

ては、平成 24 年６月１日～平成 25 年３月 31

であり、改正後の状況は平成 25 年４月１日～

るため、制度改正の影響は一部分しか反映

６月１日から平成 25 年５月 31 日）の 60 歳定

、継続雇用された者は3,654人（77.3％）（うち

人）、継続雇用を希望しない定年退職者は 1,

続雇用されなかった者は 51 人（1.1％）となっ

における定年到達者の動向】 （表７－１参
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（図７）【経過措置適用企業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 高年齢労働者の状況 

(1)  年齢階級別の常用労働

31 人以上規模企業にお
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～69 歳が 4,908 人、70 歳以

(2)  雇用確保措置の義務化

51 人以上規模企業にお

措置の義務化前(平成 17 年

おける 60 歳以上の常用労働

加している。 
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業における基準適用年齢到達者の状況

働者数について 

おける常用労働者数（291,504 人）のうち、60

を占めている。年齢階級別に見ると、60～64

以上が 1,475 人となっている。 

化後の高年齢労働者の推移 

おける 60 歳以上の常用労働者数は 22,405

年)と比較すると、14,412 人増加している。31

働者数は 26,144 人であり、平成 21 年と比較

労働者の推移】  （表８参照） 
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５ 今後の取組 
(1)  雇用確保措置の定着に向けた取組 

平成 25 年４月の制度改正の影響もあり、雇用確保措置が未実施である企業（31 人以

上規模企業）が 285 社にのぼることから、福島労働局、ハローワークによる個別指導を 

強力に実施し、早期解消を図る。 

      
 (2)  生涯現役社会の実現に向けた「70 歳まで働ける企業」の普及・啓発 

少子・高齢化の進行、将来の労働力人口の低下、団塊世代の 65 歳への到達等を踏

まえ、年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向け、65 歳までの雇用確保を基盤として

「70 歳まで働ける企業」の普及・啓発に取り組む。 



表１　希望者全員が６５歳以上まで働ける企業の状況
（社、％）

35 (33) 356 (288) 937 (694) 1,328 (1,015) 1,999 (1,930)

1.8% (1.7%) 17.8% (14.9%) 46.9% (36.0%) 66.4% (52.6%) 100.0% (100.0%)

16 (20) 177 (141) 356 (271) 549 (432) 773 (749)

2.1% (2.7%) 22.9% (18.8%) 46.1% (36.2%) 71.0% (57.7%) 100.0% (100.0%)

19 (13) 179 (147) 581 (423) 779 (583) 1,226 (1,181)

1.5% (1.1%) 14.6% (12.4%) 47.4% (35.8%) 63.5% (49.4%) 100.0% (100.0%)

1 （1） 10 (10) 55 (22) 66 (33) 152 (152)

0.7% (0.7%) 6.6% (6.6%) 36.2% (14.5%) 43.4% (21.7%) 100.0% (100.0%)

36 (34) 366 (298) 992 (716) 1,394 (1,048) 2,151 (2,082)

1.7% (1.6%) 17.0% (14.3%) 46.1% (34.4%) 64.8% (50.3%) 100.0% (100.0%)

20 (14) 189 (157) 636 (445) 845 (616) 1,378 (1,333)

1.5% (1.1%) 13.7% (11.8%) 46.2% (33.4%) 61.3% (46.2%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成24年６月１日現在の数値。
「希望者全員が65歳以上まで働ける企業」は「定年制の廃止」、「65歳以上定年」及び「希望者全員65歳以上の継続雇用制度」の合計である。
「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。

表２　70歳以上まで働ける企業の状況
（社、％）

35 (33) 25 (25) 81 (49) 128 (120) 47 (60) 316 (287) 1,999 (1,930)

1.8% (1.7%) 1.3% (1.3%) 4.1% (2.5%) 6.4% (6.2%) 2.4% (3.1%) 15.8% (14.9%) 100.0% (100.0%)

16 (20) 15 (14) 31 (19) 54 (50) 19 (22) 135 (125) 773 (749)

2.1% (2.7%) 1.9% (1.9%) 4.0% (2.5%) 7.0% (6.7%) 2.5% (2.9%) 17.5% (16.7%) 100.0% (100.0%)

19 (13) 10 (11) 50 (30) 74 (70) 28 (38) 181 (162) 1,226 (1,181)

1.5% (1.1%) 0.8% (0.9%) 4.1% (2.5%) 6.0% (5.9%) 2.3% (3.2%) 14.8% (13.7%) 100.0% (100.0%)

1 （1） 0 (0) 0 (0) 12 （8） 3 （4） 16 (13) 152 (152)

0.7% (0.7%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%) 7.9% (5.3%) 2.0% (2.6%) 10.5% (8.6%) 100.0% (100.0%)

36 (34) 25 (25) 81 (49) 140 (128) 50 (64) 332 (300) 2,151 (2,082)

1.7% (1.6%) 1.2% (1.2%) 3.8% (2.4%) 6.5% (6.1%) 2.3% (3.1%) 15.4% (14.4%) 100.0% (100.0%)

20 (14) 10 (11) 50 (30) 86 (78) 31 (42) 197 (175) 1,378 (1,333)

1.5% (1.1%) 0.7% (0.8%) 3.6% (2.3%) 6.2% (5.9%) 2.2% (3.2%) 14.3% (13.1%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成24年６月１日現在の数値。

「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。

「70歳以上まで働ける企業」は「定年制の廃止」、「70歳以上定年」、「70歳以上の継続雇用制度」及び「その他の制度で70歳以上まで雇用」の合
計である。

　「その他の制度で70歳以上まで雇用」とは、希望者全員や基準該当者を70歳以上まで継続雇用する制度は導入していないが、企業の実情に応
じて何らかの仕組みで70歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

31人以上
総計

51人以上
総計

合計
（①＋②＋③＋④）

報告した全ての
企業①

定年制の廃止
②

70歳以上定年

③70歳以上の継続雇用制度
④

その他の制度で70
歳以上まで雇用

希望者全員70歳
以上

基準該当者70歳
以上

51人以上
総計

合計
（①＋②＋③）

報告した全ての企業①
定年制の廃止

②
65歳以上定年

③
希望者全員65歳以上

の継続雇用制度

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

31人以上
総計

－８－



表3　雇用確保措置の実施状況
（社、％）

1,729 (1,855)

86.5% (96.1%)

676 (709)

87.5% (94.7%)

1,053 (1,146)

85.9% (97.0%)

137 (150)

90.1% (98.7%)

1,866 (2,005)

86.8% (96.3%)

1,190 (1,296)

86.4% (97.2%)

※(　)内は、平成24年６月１日現在の数値。

表4　規模別・産業別実施状況
（％）

84.6% (87.5%) 83.3% (100.0%) 15.4% (12.5%) 16.7% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

89.6% (95.4%) 89.6% (97.1%) 10.4% (4.6%) 10.4% (2.9%)

86.9% (98.4%) 85.4% (99.0%) 13.1% (1.6%) 14.6% (1.0%)

81.8% (100.0%) 83.3% (100.0%) 18.2% (0.0%) 16.7% (0.0%)

80.0% (97.3%) 80.0% (100.0%) 20.0% (2.7%) 20.0% (0.0%)

89.1% (97.9%) 85.3% (96.6%) 11.0% (2.1%) 14.7% (3.4%)

83.1% (95.0%) 84.2% (96.2%) 16.9% (5.0%) 15.8% (3.8%)

95.2% (91.3%) 94.4% (94.4%) 4.8% (8.7%) 5.6% (5.6%)

70.6% (100.0%) 80.0% (100.0%) 29.4% (0.0%) 20.0% (0.0%)

92.6% (100.0%) 100.0% (100.0%) 7.4% (0.0%) 0.0% (0.0%)

79.7% (98.2%) 75.5% (100.0%) 20.3% (1.8%) 24.5% (0.0%)

91.3% (93.8%) 89.5% (97.5%) 8.7% (6.2%) 0.5% (2.5%)

68.8% (88.9%) 66.7% (89.3%) 31.2% (11.1%) 33.3% (10.7%)

88.3% (95.0%) 89.0% (96.4%) 11.7% (5.0%) 11.0% (3.6%)

86.2% (96.4%) 86.4% (95.0%) 13.8% (3.6%) 13.6% (5.0%)

90.5% (94.3%) 94.0% (95.6%) 9.5% (5.7%) 6.0% (4.4%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

86.8% (96.3%) 86.4% (97.2%) 13.2% (3.7%) 86.4% (2.8%)

※(　)内は、平成24年６月１日現在の数値。

①実施済み ②未実施 合計（①＋②）

31～300人
270 (75) 1,999 (1,930)

13.5% (3.9%) 100.0% (100.0%)

31～50人
97 (40) 773 (749)

12.5% (5.3%) 100.0% (100.0%)

51～300人
173 (35) 1,226 (1,181)

14.1% (3.0%) 100.0% (100.0%)

301人以上
15 （2） 152 (152)

9.9% (1.3%) 100.0% (100.0%)

31人以上
総計

285 (77) 2,151 (2,082)

13.2% (3.7%) 100.0% (100.0%)

51人以上
総計

188 (37) 1,378 (1,333)

13.6% (2.8%) 100.0% (100.0%)

①実施済企業割合 ②未実施企業割合

規
模
別

31～50人 87.5% (94.7%) 12.5% (5.3%)

51～100人 84.6% (97.0%) 15.4% (3.0%)

101～300人 87.8% (97.1%) 12.2% (2.9%)

301～500人 88.8% (97.6%) 11.3% (2.4%)

501～1,000人 93.5% (100.0%) 6.5% (0.0%)

51人以上 31人以上 51人以上

1,001人以上 88.5% (100.0%) 11.5% (0.0%)

合　　　計 86.8% (96.3%) 13.2% (3.7%)

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

産
業
別

31人以上

サービス業（他に分類されないもの）

その他

合　　計

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

農、林、漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

－９－



表５-１　雇用確保措置実施企業における措置内容の内訳
（社、％）

35 (33) 356 (304) 1,338 (1,518) 1,729 (1,855)

2.0% (1.8%) 20.6% (16.4%) 77.4% (81.8%) 100.0% (100.0%)

16 (20) 177 (150) 483 (539) 676 (709)

2.4% (2.8%) 26.2% (21.2%) 71.4% (76.0%) 100.0% (100.0%)

19 (13) 179 (154) 855 (979) 1,053 (1,146)

1.8% (1.1%) 17.0% (13.4%) 81.2% (85.4%) 100.0% (100.0%)

1 （1） 10 (10) 126 (139) 137 (150)

0.7% (0.7%) 7.3% (6.7%) 92.0% (92.7%) 100.0% (100.0%)

36 (34) 366 (314) 1,464 (1,657) 1,866 (2,005)

1.9% (1.7%) 19.6% (15.7%) 78.5% (82.6%) 100.0% (100.0%)

20 (14) 189 (164) 981 (1,118) 1,190 (1,296)

1.7% (1.1%) 15.9% (12.7%) 82.4% (86.3%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成24年６月１日現在の数値。
　「合計」は表１の「①実施済み」に対応している。

表５－２　継続雇用制度の内訳
（社、％）

937 (720) 401 (798) 1,338 (1,518)

70.0% (47.4%) 30.0% (52.6%) 100.0% (100.0%)

356 (279) 127 (260) 483 (539)

73.7% (51.8%) 26.3% (48.2%) 100.0% (100.0%)

581 (441) 274 (538) 855 (979)

68.0% (45.0%) 32.0% (55.0%) 100.0% (100.0%)

55 (23) 71 (116) 126 (139)

43.7% (16.5%) 56.3% (83.5%) 100.0% (100.0%)

992 (743) 472 (914) 1,464 (1,657)

67.8% (44.8%) 32.2% (55.2%) 100.0% (100.0%)

636 (464) 345 (654) 981 (1,118)

64.8% (41.5%) 35.2% (58.5%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成24年６月１日現在の数値。
　「合計」は表３-１の「③継続雇用制度の導入」に対応している。

表５－３　継続雇用先の内訳
（社、％）

1,301 20 4 6 4 0 3 37 1,338

97.2% 1.5% 0.3% 0.4% 0.3% 0.0% 0.2% 2.8% 100.0%

474 5 1 2 1 0.0 0 9 483

98.1% 1.0% 0.2% 0.4% 0.2% 0.0% 0.0% 1.9% 100.0%

51～300人 827 15 3 4 3 0 3 28 855

96.7% 1.8% 0.4% 0.5% 0.4% 0.0% 0.4% 3.3% 100.0%

114 6 0 3 2 0 1 12 126

90.5% 4.8% 0.0% 2.4% 1.6% 0.0% 0.8% 9.5% 100.0%

1,415 26 4 9 6 0 4 49 1,464

96.7% 1.8% 0.3% 0.6% 0.4% 0.0% 0.3% 3.3% 100.0%

941 21 3 7 5 0 4 40 981

95.9% 2.1% 0.3% 0.7% 0.5% 0.0% 0.4% 4.1% 100.0%

※　「合計」は表３-１の「③継続雇用制度の導入」に対応している。

51人以上総計

合計
(①～⑦)

31～300人

31～50人

301人以上

31人以上総計

自社以外の継続雇用先がある企業
①　　　　　　　　　自

社のみ
②

自社、親会
社・子会社

③　　　　　　　　　自
社、関連会社等

④
自社、親会
社・子会社、
関連会社等

⑤　　　　　　　　　親
会社・子会社

⑥
親会社・子会
社、関連会社

等

⑦　　　　　　　　　関
連会社等

小計
(②～⑦)

合計（①＋②＋③）

31～300人

31～50人

①定年制の廃止

 51人以上総計

301人以上

31人以上総計

51人以上総計

　「②定年の引上げ」は65歳以上（平成24年は64歳以上）の定年の定めを設けている企業、「③継続雇用制度の導入」は定年年
齢は65歳未満だが継続雇用制度の年齢を65歳以上（平成24年は64歳以上）としている企業を、それぞれ計上している。

②
基準該当者65歳以上

の継続雇用制度
（経過措置適用企業）

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

 31人以上総計

①
希望者全員65歳以上

の継続雇用制度 合計（①＋②）

51～300人

②定年の引上げ ③継続雇用制度の導入
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表６　都道府県別の状況
（％）

北海道 97.3% （94.8%） 70.2% （47.2%） 17.1% （17.2%）
青森 88.1% （97.5%） 71.4% （55.9%） 17.6% （19.0%）
岩手 90.2% （97.1%） 76.9% （60.2%） 19.3% （18.4%）
宮城 95.4% （95.6%） 70.7% （47.2%） 20.2% （17.9%）
秋田 98.9% （98.3%） 80.0% （61.2%） 22.5% （18.2%）
山形 90.8% （97.2%） 63.9% （45.7%） 14.6% （13.7%）
福島 86.8% （96.3%） 64.8% （50.3%） 15.4% （14.4%）
茨城 79.2% （95.3%） 66.0% （53.6%） 17.4% （17.0%）
栃木 97.9% （97.7%） 71.7% （52.7%） 16.4% （17.1%）
群馬 90.2% （96.7%） 70.8% （56.2%） 17.1% （16.8%）
埼玉 93.5% （98.9%） 74.0% （53.5%） 18.6% （18.8%）
千葉 92.3% （95.1%） 69.1% （50.7%） 24.1% （23.6%）
東京 92.1% （96.8%） 58.3% （39.4%） 14.3% （15.3%）

神奈川 92.6% （98.8%） 66.8% （46.4%） 17.7% （18.4%）
新潟 95.3% （98.1%） 72.8% （56.2%） 14.6% （14.2%）
富山 90.6% （99.4%） 64.3% （48.1%） 24.8% （24.0%）
石川 89.6% （95.6%） 69.5% （50.6%） 17.7% （16.7%）
福井 92.8% （99.6%） 68.1% （57.7%） 17.9% （18.3%）
山梨 94.0% （95.2%） 67.0% （46.2%） 16.5% （15.3%）
長野 91.0% （99.3%） 70.8% （59.3%） 20.6% （22.3%）
岐阜 94.1% （99.5%） 76.6% （59.9%） 21.8% （20.9%）
静岡 97.1% （98.1%） 74.5% （55.3%） 20.4% （22.1%）
愛知 94.6% （97.6%） 66.3% （49.3%） 22.3% （21.6%）
三重 98.7% （98.6%） 76.5% （59.4%） 22.4% （21.3%）
滋賀 92.5% （99.1%） 66.6% （48.1%） 16.7% （19.5%）
京都 91.6% （97.0%） 70.3% （52.0%） 17.8% （17.5%）
大阪 95.2% （98.2%） 62.2% （45.5%） 18.2% （18.5%）
兵庫 90.1% （96.2%） 64.7% （47.5%） 16.9% （17.4%）
奈良 87.5% （96.0%） 70.8% （56.0%） 22.4% （20.5%）

和歌山 94.9% （97.7%） 71.2% （52.9%） 19.9% （19.9%）
鳥取 91.2% （98.5%） 64.3% （51.1%） 17.8% （18.0%）
島根 96.9% （99.4%） 75.5% （56.6%） 25.1% （23.5%）
岡山 80.8% （96.8%） 63.1% （52.6%） 21.5% （20.9%）
広島 93.5% （96.8%） 70.5% （52.4%） 19.0% （19.1%）
山口 93.4% （98.1%） 69.9% （52.6%） 23.6% （21.5%）
徳島 92.8% （96.5%） 69.0% （52.8%） 21.4% （20.9%）
香川 92.1% （96.3%） 69.1% （52.2%） 20.4% （18.3%）
愛媛 96.4% （99.6%） 62.5% （45.2%） 22.8% （22.1%）
高知 92.4% （98.8%） 65.5% （46.9%） 16.0% （14.4%）
福岡 87.1% （97.8%） 61.6% （46.2%） 17.1% （17.8%）
佐賀 91.1% （99.2%） 63.7% （47.5%） 16.7% （16.7%）
長崎 82.5% （96.1%） 63.2% （47.7%） 19.5% （20.2%）
熊本 86.7% （95.5%） 64.0% （48.0%） 15.2% （14.5%）
大分 96.2% （97.2%） 78.6% （59.9%） 19.3% （22.2%）
宮崎 89.0% （98.7%） 68.2% （54.2%） 21.0% （19.7%）

鹿児島 96.0% （99.0%） 74.3% （55.1%） 17.4% （18.9%）
沖縄 84.6% （89.1%） 61.0% （43.4%） 16.4% （16.6%）

全国計 92.3% （97.3%） 66.5% （48.8%） 18.2% （18.3%）
※31人以上規模企業の状況
※(　)内は、平成24年６月１日現在の数値。

雇用確保措置導入企業割合
希望者全員が65歳以上まで

働ける企業割合
70歳以上まで働ける企業割合
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表７－１　60歳定年企業における定年到達者等の状況

※過去１年間（平成24年６月１日から平成25年５月31日）に60歳定年企業において定年年齢に到達した者について集計している。
　(　)内は、平成24年６月１日現在の数値。
　「継続雇用の終了による離職者数」は継続雇用制度における上限年齢に到達したことによる離職者の数。

表７－２　経過措置適用企業における基準適用年齢到達者の状況

継続雇用者 うち子会社・関連会社等での継
続雇用者

81

4

77.3% （77.3%） 1.7% －

0.2% －

60歳定年企業で
定年到達者がいる企業

1,119 4,730 1,025

0.6%

1.1%

うち女性 603 2,173 441 20.3% － 14

21.7% （21.6%）

企業数
（社）

定年到達者総数
（人）

継続雇用の
終了による
離職者数
（人）

定年退職者数
（継続雇用を希望しない者）

定年退職者数
（継続雇用を希望したが継続雇用さ

れなかった者）

611

2311,718 79.1% －

513,654

－

（1.1%）

－
1
２
－

※平成25年４月１日から平成25年５月31日に経過措置適用企業（60歳、61歳定年企業）において基準適用年齢に到達した者について集計している。

うち女性 67 293 263 89.8% 29 9.9% 1 0.3%

企業数
（社）

基準適用年齢到
達者総数
（人）

継続雇用者数
（基準に該当し引き
続き継続雇用され

た者）

継続雇用終了者数
（継続雇用を

希望しなかった者）

継続雇用終了者数
（基準に該当しない

者）

経過措置適用企業で基準適用
年齢到達者（61歳）がいた企業

130 784 707 90.2% 74 9.4% 3 0.4%



表８　年齢別常用労働者数
（人）

(227.4) 3,068人 (155.2)

平成24年 253 663人 (119 8) 18 990人 （237 6） 15 349人 (255 1)

平成23年 244,886人 (115.6) 16,746人 （209.5） 13,678人 

3 641人 (184 2)

平成22年 261,289人 (123.4) 17,996人 （225.1） 13,972人 (232.2) 4,024人 (203.5)

平成21年 255,983人 (120.9) 16,039人 （200.7） 12,016人 (199.7) 4,023人 (203.5)

平成20年 260,031人 (122.8) 14,241人 （178.2） 10,869人 (180.7) 3,372人 (170.6)

平成19年 248,841人 (117.5) 11,524人 （144.2） 8,491人 (141.1) 3,033人 (153.4)

年齢計 60歳以上合計
60～64歳

65歳以上
(平成25年はうち70歳以上)

5
1
人
以
上

規
模
企
業

平成17年 211,815人 (100.0) 7,993人 （100.0） 6,016人 (100.0) 1,977人 (100.0)

平成18年 225,467人 (106.4) 8,579人 （107.3） 6,394人 (106.3) 2,185人 (110.5)

－
1
３

－

※（ ）は平成17年を100とした場合の比率（31人以上は平成21年を100とした場合の比率）

平成25年 291,504人 (102.5) 26,144人 （140.9） 19,761人 (142.0)
6,383人

（1,475人)

(115.7) 3,663人 

平成24年 283,360人 (99.6) 22,298人 （120.2） 17,937人 (128.9)

平成23年 273,425人 

(101.9) 20,803人 （112.1） 16,120人 (115.8) 4,683人 (100.9)

(123.1)

(137.6)

4,361人 (94.0)

(78.9)

平成25年 260,739人 22,405人 （280.3） 17,048人 (283.4)
5,357人

(1,245人)
(271.9)

3
1
人
以
上

規
模
企
業

平成21年 284,466人 (100.0) 18,558人 （100.0） 13,918人 (100.0) 4,640人 

(96.1) 19,771人 （106.5） 16,108人 

(100.0)

平成22年 289,914人 

平成24年 253,663人 (119.8) 18,990人 （237.6） 15,349人 (255.1) 3,641人 (184.2)

－
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